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１．申請に必要な様式の種類 

（１）必要な書類（エクセルファイル） 

届出の方法について、事業所単位もしくは複数の事業所を法人単位でまとめて届け出ることが

できます。 

書類（エクセルファイル）には以下の２種類があります。 

☆必ず提出する書類 

①「処遇改善計画書（別紙様式２）」 

☆一定期間にわたる収支が赤字の状況等の理由で、介護職員の賃金水準を引き下げる場合に必

要な書類 

   ②「特別な事情に係る届出書（別紙様式５）」 

 

２． 必要な書類の作成方法とエクセル操作 

（１）様式は福岡県ホームページからダウンロード 

様式は、福岡県のホームページからダウンロードできます。 

福岡県のトップページのメニュー「テーマから探す」のボタンから、下の画像を参考に 

「健康・福祉・子育て」→「介護・高齢者福祉」→「各種届出・申請」と進みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「各種届出・申請」のページが開いたら、次ページの図の「申請・届出手続き等」の欄にある

「令和８年度介護職員等処遇改善加算について」という項目をクリックしてください。 

 

開いたページの中に「届出に必要な書類」という項目があります。この箇所からエクセルの書式

をダウンロードしてください。 

必ずダウンロードが必要なのは「処遇改善計画書（別紙様式２）」です。「特別な事情に係る届出

書」は、必要に応じてダウンロードしてください。 
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エクセルデータには「１．（１）必要な書類」で記載した書類が以下のように入っています。 

 

･エクセル「処遇改善計画書（別紙様式２）」 

⇒①基本情報入力シート 

②別紙様式２－１（総括表） 

   ③別紙様式２－２（個票（４、５月）） 

   ④別紙様式２－３（個票（６月）） 

「申請・届出手続き等」の中に 

「令和８年度介護職員等処遇改善加算について」 

という項目があります。 
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（２）入力の注意点と手順 

○「１ 処遇改善計画書（別紙様式２）」の作成 

   まず、このエクセルには「入力が必要なセル」と「入力の必要がないセル」があり、「入力が

必要なセル」は「黄色」「薄橙色」「オレンジ色」の色がついています。「入力の必要がないセ

ル」にはあらかじめ計算式が入力されており、入力ができないようになっています。 

万一「入力の必要がないセル」に入力してしまうと、あらかじめ入力されていた計算式が壊れ

てしまい、届け出ても受理されず、再提出になってしまいます。「入力が必要なセル」にのみ入

力をしてください。「入力の必要がないセル」に入力してしまった場合は、エクセルの「元に戻

す」ボタン（ ）で入力を取り消し、やり直してください。 

   

このエクセルは「基本情報入力シート」「別紙様式２－１（総括表）」「別紙様式２－２（個票

（４、５月））」「別紙様式２－３（個票（６月以降））」のシートがあり、関数による自動計算や

入力した内容がほかのシートに反映される仕組みになっています。 

 

◆各シートへの入力の順番 

各シートは、計算式が入力されており、入力された結果を参照する仕組みが取られています

ので、以下の順番で入力してください。 

「基本情報入力シート」 

 ↓ 

「別紙様式２－２（個票（４、５月））」 ※６月以降に算定を受ける場合は必要なし 

 ↓ 

「別紙様式２－３（個票（６月以降））」 

 ↓ 

「別紙様式２－１（総括表）」 
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◆「基本情報入力シート」について 

「選択と入力が必要なセル」は次の通りです。 

 

 

 

 

 

 

「３ 加算の対象事業所に関する情報」には、同一事業所、同一事業所番号であっても１つの介

護保険サービスに対し１行を使い、必要な情報を入力してください。（例：訪問介護で１行、訪問型

サービス（総合事業）で１行） 

ただし、同一事業所で介護給付サービスと介護予防給付サービスを実施している場合は、行を分

ける必要はありません。なお、介護給付サービスと介護予防給付サービスで別の加算を算定する場

合は、行を分けてください。 
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また、地域密着型サービスや総合事業については、指定権者ごとに行を分ける必要はありませ

ん。 

表にある各項目の意味は以下の通りです。 

・「指定権者名」： 

対象事業所を設立する際に介護保険法に基づく介護事業者として届け出た行政団体等のこと 

です。事業所の所在地、サービス種別によって、指定権者が異なります。次の表で確認して

ください。 

サービス区分 届出先（指定権者等） 

居宅サービス 

（予防含む） 

・訪問介護                 

・（介護予防）訪問入浴介護  

・（介護予防）訪問看護 

・（介護予防）訪問リハビリテーション    

・通所介護      

・（介護予防）通所リハビリテーション 

   

・（介護予防）特定施設入居者生活介護 

・（介護予防）短期入所生活介護 

・（介護予防）短期入所療養介護（老健） 

・（介護予防）短期入所療養介護（病院等（老健以外）） 

・（介護予防）短期入所療養介護（医療院） 

福岡県 
 

又は 

北九州市、福岡市、久留米

市 

所在の施設・事業所は、そ

れぞれの市 

施設サービス 
・介護老人福祉施設 

・介護老人保健施設 
・介護医療院 

地域密着型サービス 

（予防含む） 

・居宅介護支援・夜間対応型訪問介護 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

・地域密着型通所介護 

・地域密着型特定施設入居者生活介護 

・居宅介護支援 

・（介護予防）認知症対応型通所介護 

・（介護予防）小規模多機能型居宅介護 

・看護小規模多機能型居宅介護（複合型サービス） 

・（介護予防）認知症対応型共同生活介護 

・地域密着型介護老人福祉施設 

所在の市町村 

 

※介護保険広域連合が保険

者となる市町村にあって

は、広域連合 

総合事業 

（※旧介護予防） 
・訪問型サービス（独自） 

・通所型サービス（独自） 
・介護予防支援 

・「事業所の所在地」： 

対象事業所がある「都道府県」と「市区町村」を選択してください。 

・「サービス名」： 

対象介護保険事業所のサービス種別を選択します。セル（枠）を選択するとセルの右下に

「▼」のボタンが表示されるので「▼」をクリックし、サービス種別を選択してください。 

※この仕組みを「プルダウン」と呼びます。 

①入力したいセルを選択     ②セル右下の▽ボタンをクリック     ③サービス名を選択 

 

 

・「一月あたり介護報酬総単位数」： 

前年１月から 12月までの１年間の各種加算減算を含む介護報酬総単位数を 12で割った単位

数を記入してください。新規事業所等で、12ヶ月に満たない場合は、一月あたりの標準的な

単位数を記入してください。※介護報酬総単位数：国保連に請求する際の単位数 

 ・「一月あたり処遇改善加算の加算単位数」： 

   前年１月から 12月までの１年間の処遇改善加算の加算単位数を 12で割った単位数を記入し

てください。新規事業所等の場合は、０を記入してください。 
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◆「別紙様式２－３（個票（６月以降））」について 

「入力が必要なセル」は次の通りです。「白色」のセルは、基本情報入力シートに入力した内容

が自動で反映され、自動で計算されます。 

※「白色」のセルの内容を修正したい場合は、「別紙様式２－３（個票（６月以降））」を直接修

正せず、必ず「基本情報入力シート」を修正してください。 

 

・「算定する処遇改善加算の区分」は、届け出る加算の区分のいずれかをプルダウンから選んでくだ

さい。 

・「算定対象月(d)」は、処遇改善加算を算定したい期間を入力してください。直接数字を入力しま

す。開始年月と終了年月を入力すると、月数は自動で入力されます。 

 （例）①令和８年１０月から算定を行う場合→令和８年１０月から令和９年３月（６ヶ月） 

    ②令和８年１０月から算定を行い、令和９年１月に加算区分の変更を行う場合 

     →令和８年１０月から令和８年１２月（３ヶ月） 

   ※②の場合、「別紙様式４ 変更届出書」の提出が必要となります。 

・「①月額賃金要件」、「②・③キャリアパス要件Ⅰ・Ⅱ」、「④キャリアパス要件Ⅲ」、「⑤キャリアパ

ス要件Ⅳ」、「⑥キャリアパス要件Ⅴ」、「⑦令和８年度特例要件」のセルが「オレンジ色」になっ

た場合、入力が必要です。 

プルダウンから該当する内容を選択してください。「⑤キャリアパス要件Ⅳ」については、該当す

る職員の人数を直接入力して下さい。 
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◆「別紙様式２－１（総括表）」について 

繰り返しになりますが、「入力が必要なセル」にのみ入力をしてください。「入力が必要なセ

ル」には「薄橙色」の色がついています。万一「入力の必要がないセル」に入力してしまった

場合はエクセルの「元に戻す」ボタン（ ）で入力を取り消し、やり直してください。 

 

〇「２ 賃金改善計画：加算額以上の賃金改善」について 

 

 

 

 

 

 

「① 」は、介護職員等処遇改善加算の見込額が自動計算されます。 

「②」は、「受け取った処遇改善加算を利用して、職員の賃金をいくら改善するのか」を入力しま

す。この金額は、「①」の金額以上になる必要があります。 

 

〇「３ 介護職員等処遇改善加算の要件」について 

◆「（１）月額賃金改善要件（処遇改善加算Ⅳの 1/2以上の月額賃金改善）」の入力について 

 

 

 

 

 

「①」は、「基本情報入力シート」等で入力した内容による「処遇改善加算Ⅳ相当の見込額の

1/2」が表示されています。 

「②」は、「基本給又は決まって毎月支払われる手当の改善」において①以上の額の入力が必要

です。 
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◆「（２）キャリアパス要件Ⅰ・Ⅱ（任用要件・賃金体系の整備等、研修の実施等）」について 

 

 

 

この項目は、「別紙様式２－３（個票（６月以降））」に入力した内容にもとづき判定されます。

オレンジ色のセルに「〇」がついていることを確認し次に進んでください。 

 

 

 

オレンジ色のセルが「×」になっている場合は、「別紙様式２－３（個票（６月以降））」におい

て「令和８年度特例要件」を満たすことで、当該要件を満たすとしているため、令和９年３月末

までに実施することを誓約してください。 

 

◆「（３）キャリアパス要件Ⅲ（昇給の仕組みの整備等）」について 

 

 

 

この項目は、「別紙様式２－３（個票（６月以降））」に入力した内容にもとづき判定されます。

オレンジ色のセルに「〇」がついていることを確認し次に進んでください。 

 

 

 

オレンジ色のセルが「×」になっている場合は、「別紙様式２－３（個票（６月以降））」におい

て「令和８年度特例要件」を満たすことで、当該要件を満たすとしているため、令和９年３月末

までに整備を行うことを誓約してください。 
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◆「（４）キャリアパス要件Ⅳ（改善後の賃金要件）」の入力について 

 

 

 

 

 

 

 

 

「キャリアパス要件Ⅳ」は、「事業所に従事する経験・技能のある介護職員のうち」改善後の賃

金が年額 440万円以上となる見込みの者が事業所ごとに１人以上必要です。 

「×」がついた場合は、「別紙様式２－３（個票（６月以降））」において「令和８年度特例要

件」を満たすことで当該要件を満たす場合は、令和９年３月末までに整備を行うことを誓約して

ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

「別紙様式２－３（個票（６月以降））」において「その他（小規模等により適用除外）」を選択し

ている場合は、「改善後の賃金が年額 440万円以上となる者」を設定できない場合の理由を選択し☑

をつけてください。 

 

◆「（５）キャリアパス要件Ⅴ（介護福祉士等の配置要件）」の入力について 

 

 

この項目は、「別紙様式２－３（個票（６月以降））」に入力した内容にもとづき判定されます。

オレンジ色のセルに「〇」がついていることを確認し次に進んでください。オレンジ色のセルが

「×」になっている場合は、「別紙様式２－３（個票（６月以降））」を見直してください。 
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◆「（６）職場環境等要件」について 

 

 

 

 

【加算Ⅰイ、Ⅰロ、Ⅱイ、Ⅱロを算定する場合】 

各区分ごとに２以上の取組を行ってください。また「生産性向上のための取組」については３

以上の取組（⑰または⑱は必須）を行ってください。ただし、「生産性向上推進体制加算」を算定

している場合には、「生産性向上のための取組」の要件を満たすものとし、１法人あたり１の施設

又は事業所のみを運営するような法人等の小規模事業者は、㉔の取組を実施していれば、「生産性

向上のための取組」の要件を満たすものとみなされます。 

【処遇改善加算Ⅲ・Ⅳを算定する場合】 

各区分ごとに１以上の取組を行ってください。また「生産性向上のための取組」については２

以上の取組を行ってください。 
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◆「見える化要件」について 

 

 

 

 

「介護サービス情報公表システム」を活用する場合は、「事業所の特色」欄において、職場環境

等要件を満たすために実施した取組を選択し、外部に公表してください。 

「介護サービス情報公表システム」の報告対象となっていない場合等には、各事業者のホーム

ページを活用する等、外部から見える形で公表してください。 

 

◆「（７）令和８年度特例要件」について 

 

 

 

 

 

 

 

この項目は、「別紙様式２－３（個票（６月以降））」に入力した内容にもとづき判定されます。

オレンジ色のセルに「〇」がついていることを確認し次に進んでください。オレンジ色のセルが

「×」になっている場合は、「別紙様式２－３（個票（６月以降））」を見直してください。 
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〇「４ 要件を満たすことの確認・証明」について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内容を確認し、全てに☑を入れてください。 

最後に、「処遇改善計画書の記載内容・確認事項の内容に間違いがないこと」等を誓約するため

に、日付を入力してください。 

 

〇「５ （確認用）提出前のチェックリスト」について 

提出前に、以下の項目にオレンジ色の「×」がないか確認してください。「×」がある場合は、該

当の項目を修正してください。 
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３．その他の「よくある質問」について 

・総合事業について 

  「訪問介護」「訪問型サービス（総合事業）」のように、「１人の介護職員が、所管が違うサービ

スを実施する」場合、例えば、「訪問介護：７割、訪問型サービス（総合事業）３割」のように

比率を決めて賃金を按分することができます。 

 

・年度途中で加算区分が変更になる場合 

  年度途中で加算区分が変更になる場合は、変更届を指定権者に提出する必要があります。 

 

・派遣社員について 

  派遣社員も処遇改善加算の配分対象とすることができます。ただし、派遣元に対して賃金改善

等についての説明が必要です。 

 

・法定福利費の事業主負担分について 

  処遇改善加算による賃金改善により、法定福利費の事業主負担が増加した部分のみ、賃金改善

額に含めることができます。 

  ただし、月額賃金改善要件により、ベースアップ等に充てた額以外の部分の賃金改善額に含め

る必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



14 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これでできる！処遇改善加算計画書 

 

初 版 令和２年８月 

改 訂 令和８年８月     

発 行 

福岡県保健医療介護部高齢者地域包括ケア推進課 

介護人材確保対策室 

〒812-8577 福岡市博多区東公園７番７号 

TEL 092-643-3327  FAX 092-643-3253 

監 修 

吉田 将紀 

編 集 

麻生教育サービス株式会社 

〒812-0011 福岡市博多区博多駅前 3-25-24 

TEL 092-292-7456  FAX 092- 482-0453 

 

 


